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4次総の未施行事業は

必要性と可能性で立案
齊藤　佐一 議員
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R e p r e s e n t i n g   Q u e s t i o n

春緑クラブ 代表

3会派の論議
代表質問

　

三
位
一
体
改
革
は
、
地
方
自
治

本
来
の
実
現
を
目
指
し
、
国
の
関

与
の
縮
小
を
図
る
た
め
国
庫
補
助
金
の
見

直
し
と
国
税
か
ら
地
方
税
へ
の
税
源
委
譲

が
進
め
ら
れ
、
一
方
、
地
方
交
付
税
の
大

幅
な
削
減
の
中
、
地
方
の
課
税
の
自
主
権

や
地
方
債
発
行
の
自
由
化
を
踏
ま
え
独
自

の
財
源
確
保
を
研
究
し
て
い
き
ま
す
。

　

農
業
は
、
品
目
横
断
的
経
営
安
定
対
策

が
導
入
さ
れ
ま
す
が
、
認
定
農
業
者
へ
の

誘
導
を
図
り
、
ま
た
集
落
営
農
の
体
系
を

構
築
し
て
い
き
ま
す
。

　

第
２
次
、
３
次
産
業
は
立
地
条
件
の
有

利
性
を
柱
に
盛
岡
西
リ
サ
ー
チ
パ
ー
ク
や

土
地
利
用
計
画
に
基
づ
く
立
地
を
優
先
的

に
企
業
の
情
報
収
集
を
行
い
誘
致
促
進
し

ま
す
。　　

盛
岡
広
域
圏
で
の
連
携
は
ど
う
す

る
の
か
。

　　

今
ま
で
の
管
理
体
か
ら
経
営
体

に
変
革
す
る
こ
と
が
喫
緊
の
課
題

で
あ
り
、
ス
ケ
ー
ル
メ
リ
ッ
ト
や
効
率
化

だ
け
の
追
求
で
は
な
く
基
礎
自
治
体
と
し

て
の
再
編
の
可
能
性
を
含
ん
だ
経
営
を
続

け
ま
す
。

　

18
年
度
は
、
本
村
と
紫
波
町
、
矢
巾
町
、

雫
石
町
と
の
人
事
交
流
を
実
施
し
ま
す
。

　

第
４
次
総
合
計
画
の
未
施
行
事
業

は
第
５
次
総
合
計
画
に
ど
の
よ
う
に

反
映
さ
れ
た
か
。

　

国
が
三
位
一
体
の
改
革
を
進
め

る
中
で
、
地
方
交
付
税
や
補
助
金

の
削
減
な
ど
地
方
自
治
体
の
財
政
は
厳
し

い
状
況
で
す
。
滝
沢
地
域
社
会
が
求
め
る

事
業
の
必
要
性
、
実
現
可
能
性
を
踏
ま
え
、

事
業
の
立
案
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

第
４
次
総
合
計
画
か
ら
継
続
さ
れ

た
事
業
名
と
事
業
費
に
つ
い
て
国
県

の
補
助
金
、
負
担
金
な
ど
の
進
ち
ょ
く
状
況

は
ど
う
か
、
ま
た
生
活
基
盤
整
備
の
今
後
の

計
画
は
。

　

Ｊ
Ｒ
小
岩
井
駅
活
性
化
事
業
、
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
整
備
事
業
、
資
源
化
施

設
整
備
事
業
な
ど
が
あ
り
、
ご
み
処
理
施

設
取
壊
し
事
業
は
調
査
事
業
と
し
て
財
源

と
手
法
に
つ
い
て
検
討
し
ま
す
。

　

生
活
基
盤
整
備
は
住
民
が
安
心
・
安
全

快
適
に
暮
ら
す
た
め
に
不
可
欠
な
条
件
で

す
。
老
朽
化
施
設
の
延
命
化
、
効
率
化
が

重
要
課
題
で
あ
る
こ
と
か
ら
管
理
運
営
方

法
も
含
め
、
優
先
順
位
を
つ
け
整
備
し
て

い
き
ま
す
。

　　

財
政
基
盤
を
ど
の
よ
う
に
構
築
し
よ

う
と
し
て
い
る
の
か
。
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▲取壊しが必要な旧清掃センターの煙突
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